
小諸市農村資源活用交流施設「あぐりの湯こもろ」指定管理業務 

特記仕様書 

 

第１章 総則 

 本仕様書は、小諸市（以下、「発注者」という。）が発注する「小諸市農村資源活用交流施

設「あぐりの湯こもろ」指定管理業務（以下、「本業務」という。）」に適用する。 

 

１ 業務名 

  小諸市農村資源活用交流施設「あぐりの湯こもろ」指定管理業務 

 

２ 指定管理の期間 

  令和８年４月１日から令和 11年３月 31日まで 

  ただし、指定管理の期間は、小諸市議会における指定管理者指定の議決により確定する。

また、指定管理者として業務を継続することが適当でないと認めるときは、期間内であっ

ても指定を取り消すことがある。 

 

３ 施設の概要 

(1） 施設名 

小諸市農村資源活用交流施設「あぐりの湯こもろ」 

(2） 所在地 

小諸市大字大久保 1145番地１ 

(3） 敷地概要 

別添 1のとおり 

 (4) 来館者数 

令和６年度 216,167人 

 

４ 準拠法令等 

  本業務の実施にあたっては、本仕様書によるほか、次の各号に掲げる関係法令、指針等

の規定に準拠して実施するものとする。 

(1） 地方自治法 

(2） 労働基準法 

(3） 労働安全衛生法（機械設備保守に関する） 

(4） 最低賃金法 

(5） 個人情報保護法 

(6） 消防法（消防設備保守管理に関する） 

(7） 建築基準法（自動ドア管理に関する） 



(8） 建築物衛生法（環境衛生管理に関する） 

(9） 公衆浴場法（機械設備保守、環境衛生管理に関する） 

(10） 食品衛生法（レストラン運営に関する） 

(11） 電気事業法（電気保安業務に関する） 

(12） その他関係法令等 

 

５ 機密の保持及び個人情報の保護 

  指定管理者は、本業務の遂行上、知り得た事項等を第三者に漏らしてはならない。 

 

６ 関係官公署との協議 

(1) 指定管理者は、関係する官公署との協議を必要とするとき、また、協議を求められた

場合は誠意をもってこれにあたり、この内容を遅滞なく市に報告しなければばらな

い。 

(2) 協議等において求められた場合は、指定管理者は各種帳簿等その他記録を提出、開示

等しなければならない。 

 

７ モニタリングの実施 

(1) 市は、施設の円滑な運営及び指定管理業務の実施状況を確認するために、モニタリン

グを実施する。モニタリングの実施に関して必要な事項は、基本協定に記載すること

とする。 

(2) モニタリング等により指定管理業務が仕様書を満たしていない等と認められる場合

には、市は業務の改善等必要な指示を行い、これに従わない場合は、業務の停止、さ

らには指定の取消しを行うものとする。 

(3) 市は、必要に応じて、施設、物品、各種帳簿その他記録等の実地検査、監査を行うこ

とが出来るものとする。 

 

８ 事業報告書の提出 

(1) 指定管理者は、管理運営業務の利用状況、実施状況等を記載した業務報告書を作成し、

市が指定する期間これを補完し、市の求めに応じてこれを提出しなければならない。 

(2) 事業報告書の様式、報告事項、報告する期日等必要な事項については、基本協定に記

載することとする。 

 

９ 各種会議への対応 

  指定管理者は、求められたときは各種会議へ出席し、交流施設の管理運営に関する説明

を行わなければならない。また、必要に応じて会議における必要資料を作成すること。 

  



第２章 指定管理業務内容 

 小諸市農村資源活用交流施設「あぐりの湯こもろ」（以下、「交流施設」という。）におけ

る管理運営方針の基準と、指定管理者が行う業務内容及びその範囲等について、必要な事項

を以下のとおり定める。 

 

10 管理運営に係る方針 

交流施設の管理運営にあたっては、小諸市農村資源活用交流施設条例第２条の目的、及

び本施設が抱える課題を踏まえ、農業・農村の多面的機能の発揮を理念として、管理運営

に係る基本方針と交流施設における業務実施方針を次に掲げる事項とする。 

(1) 基本方針 

 指定管理を行う民間事業者の創意工夫やノウハウを活かした管理運営により、地

域住民や利用者へのサービス向上を図るとともに、効率的な管理の実施及び管理運

営費の縮減に努める。 

(2) 業務実施方針 

① 地域の雇用創出を図ること。（施設の管理運営にかかわる職員の手配も含む） 

② 地産地消を目指すこと。（直売所、レストランへの食材供給） 

③ 専門技術員により直売所への販売に伴う農産物の営農指導を実施すること。 

④ 隣接する布引いちご園との相乗効果を図ること。（いちご大福・観光等） 

⑤ 地域農業の活性化に務めること。 

 

11 業務内容及び業務範囲 

  小諸市農村資源活用交流施設条例第２条の目的を達成するために、「10 管理運営に係

る方針」を踏まえ指定管理者は次に掲げる業務を行うこと。なお、詳細については、提案

者の提案内容に基づき協議を行い、協定書により定めることとする。 

また、業務の全てを第三者に再委託することは認めないが、業務の一部を第三者に委託す

ることは、事前に市長の承認を得ればできるものとする。 

(1) 小諸市農村資源活用交流施設条例第２条に掲げる目的を達成するために行う業務 

(2) 交流施設の管理運営に関する業務 

ア 指定管理業務において総括的な責任を持つ管理責任者を置くこと。（兼務も可） 

イ 法令等に基づく必要な資格を有する適正な職員を配置すること。（兼務も可） 

ウ 職員の雇用にあたっては、地域振興に寄与する観点から、小諸市民を優先的に雇 

用すること。 

(3) 交流施設の利用の許可とサービスの提供に関する業務 

(4) 交流施設、及び設備の維持管理に関する業務 

ア 保守管理・点検 

イ 交流施設所有の設備全般に関する保守管理・点検 



ウ 衛生管理 

エ 清掃及び環境整備（敷地内を含む） 

オ 警備（敷地内を含む） 

カ 交流施設及び所有設備の修繕 

(5) 交流施設の利用促進・広報に関する業務 

(6) 前５号に掲げるもののほか、交流施設の運営に関する事務のうち、市長のみの権限に

属する事務を除く業務 

 

12 経費区分表 

項  目 市負担 

指定管

理者 

負担 

備       考 

電   気   料 ○ ○ 

市負担分は引湯電気料のみとする。 

太陽光発電に係る需給契約については、市が指定

する電力供給事業者と契約すること。 

水   道   料  ○  

下 水 道 使 用 料  ○  

冷 暖 房 用 燃 料  ○  

ガ ス 使 用 料  ○  

警 備 委 託 料  ○  

消 防 設 備 保 守 

管 理 委 託 料 
 ○  

自 動 ド ア 管 理 

委 託 料 
 ○  

環境整備管理費用  ○  

清 掃 委 託 料  ○  

電 気 保 安 業 務 

委 託 料 
 ○ 受電設備の点検・測量及び試験 

環 境 衛 生 管 理 

業 務 委 託 料 
 ○ 水質検査・受水槽清掃・空調環境測定ほか 

空 調 設 備 保 守 

点 検 委 託 料 
 ○ 

ボイラー保守点検、冷暖房機器整備点検、機械設

備保守点検ほか 



温 泉 槽 等 清 掃 

委 託 料 
 ○  

修 繕 料 △ ○ 

指定管理者の負担にて行うことを原則とする。 

ただし、金額、該当修繕箇所等が実施にあたり協

議を要する案件については、都度協議する。 

施 設 の 大 規 模 ・ 

増 改 築 費 用 
○   

特殊建築物の定期調

査報告費用 
 ○  

特定防火設備等定期

調査費用 
 ○  

 

13 管理運営費の取扱い 

(1) 指定管理業務に係る管理運営費は、指定管理料と施設利用料金による収入を基本と

する。 

(2) 指定管理料は、事業計画書及び提案のあった金額を参考に決定し、市と指定管理者で

協議したうえで協定に定め、予算の範囲内で指定管理者に支払うものとする。 

(3) 指定管理料は、指定期間内は同額とし、施設運営に係る収支が赤字に転じても市はそ

の補填はしない。ただし、市、又は指定管理者は、賃金水準又は物価水準の急激な変

動や制度の改正等により、当初合意された指定管理料が不適当と認められた時は、ど

ちらか一方の申出により、変更を協議することができる。 

 

14 施設利用料金の取扱い 

(1) 交流施設の施設利用料金は、指定管理者の収入として扱う。 

(2) 施設利用料の金額については、条例で定める金額とする。 

 

15 市への納付金 

(1) 交流施設の利益が計上される場合、交流施設の管理運営上必要とする経費を差し引

いた額の 10％に相当する額を市へ納付すること。 

(2) 入湯税は、条例のとおり課税免除とする。 

 

16 保険の加入 

(1) 指定管理者は、指定管理期間中の賠償能力を確保するために、必要な保険に加入する。 

(2) 市は、交流施設に対する建物総合損害共済及び市の瑕疵・過失に起因する事故等に対

する総合賠償保険に加入する。 

 



17 協定の締結 

市と指定管理者は、交流施設を適正かつ円滑に管理運営するために必要な基本事項に

ついて協議の上、協定を締結する。なお、協定は、指定期間全体に共通する事項を定める

「基本協定」と、年度ごとの事業内容や委託費等を定める「年度協定」の２種類とする。 

 

18 注意事項 

(1) 指定管理者は、公の施設であることを常に念頭において、公平な運営を行うこととし、

特定の個人や団体等に有利あるいは不利になる運営をしないこと。 

(2) 各種規定等がない場合は、市の諸規定に準じて、あるいはその理念に基づき業務を実

施すること。 

 

19 災害時等における対応 

  災害時において避難所となった場合、又は使用が不可能になった場合は、市と指定管理

者で別途協議する。 

 

20 その他 

  この仕様書に定めるものの他に必要な事項については、双方協議して決定するものと

する。 
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